
参加型開発とその継続性を保証する条件

はじめに

第二次世界大戦終了後，特に冷戦構造下の発展途上国において，民間部門

主導よりは，公的部門主導による経済社会開発が進められた。冷戦終焉後，

経済自由化，脱規制化の波がグローバルに各国に浸透してきたが，多くの発

展途上国では依然として国家主導の経済社会開発計画が策定されつづけてい

る。これまでとの違いは，多額の外国援助の投入や経済成長にも関わらずそ

の便益は底辺層に届かず，貧富の格差は拡大し社会不安を増大させているの

に対し，底辺住民層をまきこんだ参加型開発が以前よりいっそう強く求めら

れはじめた点である。経済社会開発計画は，政府中枢においてミクロおよび

マクロ経済の手法を駆使し，限られた国内および国外の資本を集め，開発の

重点順位に従って最適の投資を行なうという目的で作成された。もちろん，

こうした開発計画の多くが外国専門家の助力で作られ，援助コミュニティか

ら多額の援助を獲得するための計画書であり，計画がそのとおり実施される

保証はまったくなかった。事実，多くの開発計画は，当初の目標を達成せず

に終わった。またその失敗について誰も責任を問われることがなかった。こ

うした目標と成果の間のギャップは開発計画そのものに内在する論理矛盾，

政治指導層のコミットメントの欠如，実施機関の能力不足，政策環境の不適

合などにより起こったことも考えられるが，なによりも政策の受け皿である

住民・コミュニティの側に，せっかくの機会要因を自己に有効に生かすだけ



の力量（社会資本）の不足があったことに注目すべきである。

開発計画そのものに内在する論理矛盾は，政策目標とその目標達成のため

の政策手段の間の齟齬および実施のための優先順位づけや，段どりの悪さに

よって生ずるが，例外規定なども権限濫用につながりやすい点に注意すべき

である。また開発計画が現場経験の少ない中央省庁の計画テクノクラットに

よって作成され，画一的な計画・プロジェクトの実施が現場に押しつけられ

ることが多々あり，それが現場との，ちぐはぐを生み，多大な開発投資にも

かかわらず成果が上がらぬ原因の一つであった。この反省から参加型開発の

必要性が１９５０年代後半から開発用語として叫ばれはじめ，７０年代に再び高

まり，９０年代に入り広く世界的に共感をうるようになった。同時に地方分

権化も徐々にではあるが試みられるようになっていった。分権化により，か

つ地方住民も参加して作られる計画・プロジェクトは，地方の実情と住民の

ニーズをより良く反映し，成果にもそれが反映されるはずである。住民の立

場からすれば，上から一方的に指令されるトップ・ダウン的計画／プロジェ

クトではなく，住民の主体性を尊重した，かつ住民のニーズを取り入れた下

からのボトム・アップ的計画／プロジェクトの作成と，実施の全過程への住

民参加が望ましいのは当然である。

したがって，その実施過程，利益や負担の分担，モニタリング，評価，そ

の結果のフィード・バック過程にもコミュニティの住民が関心をもち積極的

に参加することになれば，これは，住民にとって，学習と経験の蓄積になる

とともに自治管理能力を高めることにもなるはずである。これが「グッド・

ガバナンス」の一側面であり民主主義の深化にもつながろう。こうした底辺

住民層の参加の必要性が，しだいに開発理論のなかにも定着するようになっ

てきた。こうした流れのなかで，底辺住民層とそのコミュニティの実際の反

応はどのようなものになるであろうかを次に検討しよう。

せっかくの政策環境の変化，すなわち，政府の政策の変化，価格メカニズ

ムの変化，高収量品種の発見などの技術革新，自然災害などの外部条件の変

化などに対応して，住民とそのコミュニティが，これをひとつの機会要因
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（チャンス・ファクター）として生かせるかどうか。生かして積極的に対応し

えた時にこれが参加型開発となる。ではそれを可能にする条件とは何なのか。

一遍こっきりの参加でなく継続性のある参加は，どうすれば可能になるであ

ろうか，それを探るのが本章の目的である。

さしあたり，コミュニティ内の賦存資源とその運用，集団的資源運用を可

能にするコミュニティ内の合意形成，合意形成のための社会関係の調整，時

に危機に対応し，さらに現状を改善しようとする住民の動機を結合し共同行

動に結びつける要因，共同行動のための組織の形成，協力的集団行動を可能

にするための伝統的社会規範の修正，新しい組織運営規範形成に向けてのコ

ミュニティ・メンバー間の合意形成は，どのようにして可能になるのか，な

どが問われねばならない。（図１の余語モデルを参照）［Yogo１９８５：１９］

まず基礎概念の確定から始めよう。

最初に「参加」の定義であるが，これは住民のイニシャティブによる共通

目標（開発あるいは危機対応）設定と，目標実現に向けての住民の共同行動

を指す。

「参加」の次元については，「開発」に直接関連するものと間接的に関連す

るものがあるが，政治参加には投票行動，レフレンダム，リコール，情報開

示要求，分権化要求，集団的抗議行動などがあり，いずれも民主主義あるい

はポリアーキー（ロバート・ダール １９８１）の基礎をなすものと理解されてい

る。ただし「参加」にも経済的利益を誘因に民衆を動員するものと，なんら

かの強制および大衆操作による動員型の「参加」もあることに注目すべきで

あろう（これについては後述）。「社会参加」には，就業参加，冠婚葬祭など

の行事への参加，女性の社会参加，市民オンブズマン運動，危機管理のため

の集団行動などがある。「経済参加」には物・サービスの生産・流通・消費

過程への参加，経営参加などを含めることができよう。

次に，参加型開発の「継続性」を問題にする際それを時間軸でみれば，強

制的参加は強権的体制が続くかぎり人々の動員が続くであろうが，服従を強

いられる側からはいやおうなしの参加であるから実質２～３年で綻びをみせ
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図１ コミュニティの受け皿形成にいたるプロセス

（注）第１段階では，まず外部環境の変化が起こり（B－１） 例：川の土手の決壊で水が村

を押流しかねぬ事態が発生→村人があるいは土嚢，あるいは鍬など賦存資源を持ち出

して（A－１）→土手の修復に力を出す（C－１）→（一時的に流水をくい止めたが，

再び大雨で土手が危なくなった）→コミュニティメンバー間で，その地位や面子にこ

だわらず（A－２）→危機対応への動機を結集して（B－２）→集団行動を行なう（C

－２）

しかし，これが継続性をもつためには，コミュニティ内の伝統的行動規範を，リー

ダーおよび成員の合意の上で修正し（A－３），現状に適合するものに変更せねばなら

ない（B－３），それができぬと第１，あるいは第２段階で共同行動は挫折する。それ

が可能になったときに（B－３），継続性をもった危機管理行動がなされる（C－３）。

ここに至るまで，何度も試行錯誤がなされるが，途中で挫折するケースが多い。

（出所）Yogo（１９８５：１９）を筆者が若干修正。
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よう。外からの利益供与（援助など）という誘因による参加は，ドナー側の

資源が無限大であれば問題ないが，限りがあるから，援助が止まれば参加も

続かなくなる。自発的参加の場合に，それが「継続的参加」と呼びうるのは，

プロジェクト開始から少なくとも１０年以上の実績が必要であろう。本稿で

取り上げるケースはすべて１９７０～８０年代のものである。最近これらのプロ

ジェクト・サイトを訪問していないので近況は不明であるが，少なくともプ

ロジェクトのスタートから１０年以上の継続性をもったものばかりで，その

限りにおいて，何故成功したかの要因を探るのは無意味なことではないと考

える。

以下第１節では「参加」で何が問題か，どういうコンテクストで参加を問

題とするのか，を検討し，第２節では参加の形態・誘因を整理し，第３節で

は，自立的，継続的参加型開発の例を三つのケースで検討する。第４節では，

参加の継続性を保障する条件を検討した後，結びとしたい。

第１節 何が問題か

「参加」について何が問題なのか。どういうコンテクストで参加を問題と

するのか，を検討してみよう。それには以下の８点をあげることができる。

１．効率性

２．コミュニティをベースとする参加

３．操作的動員のための概念

４．社会資本形成――要因と結果

５．自治管理能力

６．社会運動のダイナミズムのなかの参加

７．民衆参加方式の根底にある考え

８．参加の技法

９１第４章 参加型開発とその継続性を保証する条件



１．効率性

効率性（efficiency）は上意下達方式により，強制あるいは半強制的に住民

を動員して計画・プロジェクトの実施をはかるよりも，住民あるいは利害関

係者（Stake-holders）の納得による，またできうれば自発的な参加のほうが

安上がりであり，かつ効果的である場合が多い，という議論である。これは，

これまでのフィールド・サーベイの多くが証明しているところである（オル

ランド・ファルス

�

ボルダ［Fals-Borda１９８８：２］，などの PAR「参加型活動と研

究」の理論家たち）。

開発プロジェクトの効率的かつ効果的実施のための手
�

段
�

と
�

し
�

て
�

参加を位置

づけた先行研究のなかにはポール（Paul１９８７）とチェルニア（Cernea１９９２）

がある。彼らは世界銀行（以下，世銀）の経験をつぶさに検討し，開発プロ

ジェクトにおけるコミュニティの参加による効率的プロジェクト達成を肯定

的にとらえている。

住民参加によるプロジェクト・コストの低減，それに住民側に費用を分担

させることで住民が仕事に熱意を示し効率が上がったことを強調するものと

してはフィンスターブッシュとヴァン・ウィックリン（Finsterbusch and Van

Wicklin１９８７）がいる。逆に，参加型で効率が上がるということへの懐疑論

がある。例えば，ディヒター（Dichter１９９２）で，彼は効率を上げるための

別の開発戦略を提唱している。継続的参加の視点からは，短期的成果として

の効率性よりは，中・長期的成果により関心を示す効果（有効）性

（effectiveness）のほうが関連が深いといえよう。

２．コミュニティをベースとする参加

計画・プロジェクトへの参加が，個々人のバラバラな対応よりも，グルー

プによる（コミュニティ）集団的対応のほうが，はるかに効果的であり，か
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つ継続しやすいことは経験則上知られている。しかし，どのようなグループ

あるいはコミュニティの場合に効果が上がり，継続的な参加が期待されるの

か。コミュニティの階級・階層構成が問われねばならない。また，コミュニ

ティの範囲・単位がどの程度のものであるのが適切なのか，必ずしもコミュ

ニティをベースにする必要がないのではないか。その合理性は何か，などが

問われねばならないであろう。一般的には，コミュニティによる集団的対応

のほうが，フェイス・トゥ・フェイスの信頼関係の上に参加型のグッド・ガ

バナンス（効率性，効果性，公正性，透明性，説明責任性）を実現しやすいと

考えられる。政策の受け皿としてのコミュニティの共同的対応（参加）の意

味を精緻な理論で提示したものに余語トシヒロらの研究がある［Yogo１９８５；

余語・高橋 ２００１］。この研究から，コミュニティをベースにした継続的参加

を可能にする条件についての理論的示唆を受けることができる。

３．操作と動員のための概念

マジッド・ラーネマ（Majid Rahnema）は彼の「参加」についての論文の

なかで，政治家や野心的活動家が自分らの目的に合わせて，魅力ある「参加」

概念（イデオロギー）を振り回し，民衆に参加幻想をもたせることもあるこ

とに言及している。政府が国民大衆の「参加」を，管理しながら取り入れる

ことができるようになった状況下では，参加目的を大々的に示すことが大き

な政治効果をもたらす。「開発政策により被害住民のなかに反発や抵抗が生

じた場合でも，穏健な話し合いの形をとる地域参加があれば，多くの紛争を

避けることができる」としている［Rahnema１９９６］。これは住民による参加

型開発の継続性が幻想に基づくこともあり得ることを示している。

４．社会資本形成

民衆の参加による経済社会開発は，民衆を結束させ，また相互のコミュニ

９３第４章 参加型開発とその継続性を保証する条件



ケーションを密にして，さもなければ個々バラバラな民衆の間の橋渡しをす

ることになる。このような過程を繰り返したどることによって民衆自体のな

かに貧困問題への積極的対応能力が育っていく。したがって参加は社会資本

形成の要因でもあり，その結果でもある［Narayan１９９９］。また２００１年に出

版された佐藤 寛，坂田正三らの論文は「社会関係資本」としてこれをとら

え新しい解釈を提示している［佐藤 ２００１］。筆者は，散発的な開発への参加

ではなく継続的参加が社会資本の形成をもたらすことになると考える。

５．継続的参加と自治管理能力

グループあるいはコミュニティによる組織的参加は，その結果が失敗であ

っても成功であっても十分に意味がある。失敗の経験から学習し，成功の経

験から学習し，その学習結果をしだいに固まってきた組織という容器のなか

に蓄積することができるようになれば，次回は失敗しないように，あるいは

もっと成功するように学習結果を生かしていくことができる。かくして組織

の力は充実していくことになる。組織がそれだけの力を発揮できるようにな

るには，それなりの時間もかかるし，組織運営規範も運動のなかでしだいに

適切なものへと形成されていかなければならない。その組織運営規範とは，

物事の決定におけるメンバー総員参加の討議をとおしての合意形成であり，

またメンバー間の負担や利益配分の面での公正，さらに経済活動における協

同にとどまらない生活面における相互扶助行動である。こうした集団運営の

規範を時間をかけて総員参加の下に設け，その規範を皆が守ることによって，

そのグループあるいはコミュニティ・メンバー間に信頼と同時に自治管理能

力が高まる。これが社会資本にもなっている［余語・高橋 ２００１］。

コミュニティ・メンバーの自治管理能力の強化は，同時にコミュニティ・

レベルの「民主主義」あるいは「グッド・ガバナンス」の深化のシンボルと

見なしてよいであろう。ここでコミュニティの運動に参加する個人が，あく

まで自由な意思に基づき，他人の人格を尊重する人間として行動することを
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前提としている。また，コミュニティ・レベルにまで地方分権化が進み，住

民の行政末端への参加が，中央政府の機能を補完している点に注意を向ける

議論もある［Cohen and Uphoft１９７７］。

６．社会運動のダイナミズムのなかの参加

社会の現実に目を凝らせば，社会の現状維持に利益をもつグループと，反

対に現状破壊によって自分らの新しい可能性への展望を開こうとするグルー

プが存在する。それら階層，階級間には避けられない利害の矛盾と対立が存

在する。

同じコミュニティ内部においてもメンバー間に資産や所得面での差がある。

社会的地位に大きな格差を抱えたまま，コミュニティが一致団結して新しい

事態に対応することは，災害への対応のように一時的には可能であってもそ

れを持続することがきわめて難しい。コミュニティ内のメンバーたちによる

賦存資源の運用や，伝統的社会規範の変更を含む社会関係の調整が必要にな

ってくる。それが不可能ならば，コミュニティによる参加など長続きするわ

けはない。まったくナンセンスである。継続的参加や社会資本の議論にも，

階級・階層的視点を落としてはならないであろう。

７．民衆参加方式の根底にある考え

ラーネマは民衆参加方式の根底にある考えを次の三つに要約している。一

つは，人間の生活向上の阻害要因を除去するために，地域住民に，開発に関

するすべての活動に参加する機会を十分に提供すること。二つに，参加が正

当とされるのは，それが大多数の人々の意思を反映するからだけでなく，よ

り人間的で有効な開発の多面にわたる目的を平和裡に達成できる唯一の方法

でもあるからだ。三つ目は，「対話と交流」「意識向上運動」「PAR（参加の

ための活動と研究）」等により全民衆が，自らの要望を満たすのに最適の形の
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組織を形成することが可能になることだとしている［ラーネマ ２００１：１７５］。

ラーネマのこの三つの考え方は，継続性のある参加型開発を可能にする条件

を探る上でも重要である。

８．参加の技法

参加型開発の技法としてはチェンバース（Chambers１９８３；Chambers１９９７），

チェルニア（Cernea１９９１），ジョンズ（Jones１９９６），また，日本のプロジェ

クト PLAグループ［プロジェクト PLA編 ２０００］らによってこれまで，RRA

（Rapid Rural Appraisal簡易農村調査手法），PRA（Participatory Rural Appraisal

参加型農村調査手法），PLA（Participatory Learning and Action参加型開発実践

学習）などの概念が提示され，研究者のみならず，学生，開発の現場に活躍

する政府，国際機関，NGOの職員等によっても日常的に使用されるように

なったが，この詳細については，本書中の別の筆者の論述に譲ることにした

い。

第２節 参加の誘因と形態

参加をその誘因と形態で整理すると次の三つに分けられる。

１．強 制

２．便 益

３．自 立

１．強 制

強制による参加は住民の意思に関わりなく，権力者の意向に住民をいやお

うなしに従わせる動員型である。これに逆らう者に対しては権力者による容
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赦のない抑圧が行なわれる。ポルポト政権下の都市住民の強制的農村下放を

「参加」と呼ぶこともあった。住民の側からみれば，この「参加」は，しな

ければひどい仕打ちを受けることへの恐怖からのものであった。しかし，一

部の人たちにとっては戦争中の日本の国防婦人会や，ナチス・ドイツのヒッ

トラー・ユーゲントの運動のように一つのイデオロギーに洗脳されて，他の

価値志向に対してはまったく盲目に排除しようとするような積極的参加も見

られたことも事実であり，そのことの誤りは歴史によって証明されることに

なる。強制による，あるいはラーネマの言う幻想に基づく参加型開発は，よ

くても３～４年で綻びをみせることになろう。

２．便 益

便益に基づく参加型開発は，参加の対価としての昇進や金銭あるいは便益

獲得といった誘因によるもので，その誘因が続くかぎり参加するというもの

である。しかし，ドナーの側，あるいは政府の資源は無限ではあり得ない。

資源をある程度まで与えることによって相手側（受け皿）の自立を促すわけ

であるが，結果は，受け皿の側の住民やコミュニティが，援助を当然のこと

のように期待するようになり，いつまでも自立しないケースが多い。誘因を

与えての参加は，皮肉にも住民側にかえって依存心を深めさせる結果となり，

外からの便益供与が止まると，参加も完全に止まってしまうケースが多いと

いわれる。例えば JICAの専門家が現地で便益を供与し開発の指導をしてい

る間は，そのプロジェクトへの住民参加が見られる。これで成功であるとし

て，プロジェクト期間終了とともに専門家が先方にプロジェクトを引き渡し

て帰国してしまうと，住民の開発への積極的参加は中断してしまうケースが

多いという。もはや，金銭的かつ技術的誘因がなくなるからであり，参加の

継続性は見られない。
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３．自 立

自立を誘因とする参加は，当初の時期にドナーの援助を受けることはあっ

ても，究極的には，自立を目指してコミュニティ・メンバーの間に合意を形

成し，資源の拡大再生産を制度化し，資源を有効に開発に運用しつつ組織を

強化し，試行錯誤の上についに自立にいたる参加である。この第３の形態の

参加は，コミュニティ・メンバーの自発性と，継続的な努力を必要とするが，

それを可能にする条件を次に事例によって検討することにしよう。

第３節 自立的，継続的参加型の事例研究

文献を見るかぎり，参加の事例は，農村開発，貧困緩和，危機管理，水の

維持管理，森林の維持管理，環境問題，市場の論理への対応，技術変化への

対応など豊富にあるが，これらについては，本書中に他の論者が分担してい

るのでそちらに譲ろう。またオークレー（Oakley１９９１）のあげている豊富な

事例の研究も役に立つ（特に邦訳第２，３，４章）（１）。

ただ，筆者がこれまでに直接あるいは間接に関わった参加の事例は主に農

業・農村開発関係で２４ほどあり，なんらかの形で発表もしてきた［Yogo１９８５；

O’uchi and Yogo１９８５；O’uchi ed.１９８８］。限られた紙数のなかで，そのなかか

らごく三つのケースを例に取り上げてみよう。そこから結論的に言えること

は，アジア（特に東南アジア，南アジア）のように耕地の外延的拡大に限界が

きて，人口の増加および相続法などによって耕地の細分化が進む地域ではな

おさら，生存のための農業を営むには，分散した零細地の集合化，グループ

農業化が必要であり，コミュニティぐるみの対応の必要性を避けて通ること

はできない。

グループ農業の単位としていちばん理想的なのは，行政村ではなく自然村
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（集落）であるが，より広域においても，域内管理の手法を用いてそれを可

能にしている事例もある（長野県宮田村のようなケース［Sasaki１９８５］）。

成功しているケースは，すべて組織と規範と資源の３条件をパスしていて

例外はないことからも，参加型開発への一つの重要な視点とはなりえよう。

なおコミュニティをベースとした住民参加に関しては多くの他の調査・研究

があるので，それらにゆずることにしたい（２）。では次に三つのケースの検討

に移ろう。

ケース１ インド・スコーマジリ村

スコーマジリ村はインド連邦直轄地チャンディガルの北西３５キロメート

ルの地にあり，ヒマラヤの麗の丘陵地で政府森林局所属の丘と隣接している

境界には鉄条網が敷かれていた。村落は７０世帯，人口４５５，家畜４１１頭所有

のグジャール（放牧）コミュニティの村である。現在，全１００ヘクタールの

農地に主に小麦の栽培をしているが，天水依存で生産性は低かった。ところ

でチャンディガルにあるスクナ湖へ流入する川の泥の発生源を突き止め途中

で阻止しようと，中央政府の第一級の土木工学技師がその丘陵地へ送り込ま

れた。技師たちは泥水の発生源がスコーマジリ村辺にあることを突き止めた。

降雨で丘の肌が削り取られ泥水となって流れ出す。その川の流域に３カ所の

溜池を作って止めようとした。これは土木工学的には正解であり，泥水の流

入は止まった。しかしそれも３年ほどで，再び泥水の流入が始まった。溜池

の土手が壊れていたのである。鉄条網の柵も各所で壊れていた。再び近隣の

村人を集めて，土手の補修を行なった。境界線の柵も直した，これでひとま

ず成功にみえたが，またもや同様のことが３度起きた。村人の補修工事の監

督をしていた一技師（Mr. P. R. Mishra）が村人に問いただしたところ，村人

の答えは，何と，村人が家畜を放牧する道の邪魔をしている溜池の土手や鉄

柵を取り壊したとのことだった。土木工学的正解は，そこの住民にとっては

生計上の大打撃になっていたことがわかった技師のMishra氏は，森林局と

村民との間を仲介し，鉄条網を取り除かせ，溜池の水の自由な使用と引き替
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えに，村人に溜池の維持管理を任せた。また村人がこれまで不法放牧してい

た森林局の丘へ家畜を侵入させぬ代わりに，そこで草を刈り，それを政府か

ら買い取るとの契約を結んだ。

次は村人たちの対応である。７０世帯が集まり協議した結果，次のような

ことを決めた。�１家畜を森林局地へ放牧しないこと。（山羊は草を根っ子まで

食ってしまい，丘陵地の保水力が失われるので）�２家畜用飼料の草は森林局の

地で刈るが，それを村民が購入すること。�３草やユーカリの樹を森林局地に

植林する作業に村民が労働奉仕すること。�４水の使用権については，１世帯

１クーポン制とし，その使用権を他人に貸すか，作物と交換できる，などで

ある。

このようなルール（規範）を決めたのが村民自身であったので，それはよ

く守られた。しかし，なかには，こっそり自分の家畜を森林局地に放牧させ

たり，共同の植林作業をさぼったりする者も現れた。こうした際の村民のも

めごと処理の仕方は，村民が協議した結果，その違反者を村八分にするので

はなく，全員がその違反者の家に押しかけ，友好的に説得する方法が選ばれ

た。このようにして，溜池の水が農作業に利用できるようになると，土地生

産性は急上昇し，小麦１ヘクタール当たり平均で１トンしか収穫できなかっ

た村が，平均２.５トンも取れるようになった。溜池から離れたところの畑に

は，ビニールパイプを敷いて水を運んだ。そのコストは，政府の農村開発計

画の予算から半分を，残りの半分は村民が労働提供をもって，それに換算し

てもらった。ここにも村民の対政府交渉能力の増大がみられる。

村民は経済活動における協力にとどまらず，社会活動においても助け合っ

た。子供たちの教育は青空教室で天井がなく，雨が降ると中断されていたが，

政府は何もしてくれず，それどころか村民に拠出させた金を持ち逃げする役

人もいたので政府に対する不信感は強い。そこで，彼らは自分らの拠出金で

天井のある教室を作り，先生も１人，自分らで雇用した。これも村民の自治

管理能力の成長を示している（３）［Pimpley１９８８］。
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ケース２ インド・マンドゥリ村

この村はインド UP州ラクノゥの西１８キロメートルの地にあり，人口が

約１５００で，主に小麦とマンゴウを生産している。村有林をもち芳香を発す

る樹もある。村の近くの小川の改修工事で農業用水が不足するようになった。

村内には，イスラム教徒とヒンズー教徒が住み，被差別カーストの人々もい

る。住民の識字率は，１９８０年代で１６％，女性は４％と低かった。

この村には村落会議があり，ガンディ主義者のリーダーの下で，しばしば

全員あるいは小グループの会議が開かれ，村の運営について活発な議論がな

されている。この会議によって，村に小さな協同組合のような日用品を売る

店が設けられ，青年たちが交代で運営している。農業用の水不足を補うため

に，皆で協議した結果，井戸（電気揚水）を掘ることになり，その端緒資金

を村有林の芳香を発する樹を競売にかけて作ることにした。井戸から取れる

水は使用者に売られ，その代金が集まると，第２の，そして第３の井戸が掘

られた。もはや村内用に水が十分になると，余剰水を近隣村に売った。（資

源の拡大再生産）

この村では，ある事業を行なうための資金を村民から徴収するときは，村

民の地位，資産，能力等を考慮して皆に無理にならぬよう，また不公平にな

らぬような工夫がなされた。特に，貧困層から寄付を集めることはできぬの

で，代わりに労働力を提供してもらい，若干の賃金をその労働者に支払った。

貧困者のための住居建設も皆で行なった。

政府の立てた貧困削減政策，農村開発計画と称して，政府の地方役人が

「援助計画」を村落会議に持ち込むことがある。他のたいていの村々と異な

り，この村では村民は協議を重ねた上で，その政府の「援助計画」を突き返

すこともある。「援助計画」なる物は，実は村落開発を担当する農業省の役

人と，土地記録を保存し税務担当する役人と，村長がグルになって無知な貧

しい農民をだまし，援助を受けたかのような書類作りがなされがちであるの

を，マンドゥリ村民はよく知っているからである。

ガンディ主義者のリーダーの下で，村民は自立心を学び，必要資源は外部

１０１第４章 参加型開発とその継続性を保証する条件



からの援助によってではなく，自分らで調達すること，公共の財産のトラス

ティーとしての自覚をもち，自らは簡素な生活を営むことを実践的に学んで

きたのである。ここでも，組織と，規範と資源が，開発への村民の継続的参

加を可能にしたといえよう。［Sharma１９８５］

ケース３ 宮迫村

愛知県吉良町茶生産者協同組合のケースで，全３４世帯（日蓮宗信者多い）

からなる。この地は丘陵地にあり，３０～４０年前は，陸稲と桑を生産する貧

農の村であった。土地生産性は低く，若者は都会へと移り，過疎化が進んで

いた。将来性がほとんどないとみられた村であった。たまたまリーダー格の

６世帯主が集まって近くの西尾に習い当地でも茶を作れぬかと，農業試験場

の人に頼み土壌・気候条件などをテストしてもらいゴーサインを得て，苗・

種などを入手した。彼らは自分の裏庭に茶を植えてみたら大成功し，他の人々

も加わり，皆で茶生産者組合を結成した。しかし，これまで茶生産の経験は

まったくなく，将来性への不安が残った。そこで皆で合議の上，数人が手分

けして，日本の代表的茶生産地を訪ね，そこで指導を受けてくることになっ

た。帰村した彼らはコミュニティ・センターに皆を集め，学習してきたこと

を報告した。出席者は新技術を学び，自分の裏庭で実践。成功した人は，失

敗した人に喜んでその技術を教え，ここに技術普及が進んだ。コミュニティ

が学習の場となった。そうするとコミュニティ・センターが村人の交流の場

となり，人々のコミュニケーションが，男女を問わず，世代を超えて進んだ。

こうなると人々の間の冠婚葬祭はもちろん，運動会・ピクニックなどの行事

を含む相互扶助が強化された。日常生活における相互扶助は，そのまま経済

活動における協同につながり，生産面はもちろん茶の出荷にあたっても手分

けして運搬した。ところが市場には市場の論理がある。価格メカニズムであ

り，品質，信頼性などである。初めての出荷は大失敗に終わり，売りさばく

ことができなかった。彼らは売れなかった茶を村に持ち帰った。皆が集まり，

検討した結果，村の茶のイメージを上げるため厳格な品質管理を行なうこと
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にした。また茶の包装にも気を配った。こうして試行錯誤をくり返しつつ，

彼らは失敗から学び，成功の経験から学び，それらを糧に経験を蓄積し，よ

り良い市場への対応の仕方を学んでいった。そこから，新しい発想が生まれ，

彼らは普通のせん茶生産から，てん茶生産へ向かった。これが大当たりした。

彼らの市場に対する交渉能力は強化された。また，売上げの利潤のなかから

一定のパーセントを共通基金へ貯金していった。共通基金はしだいに大きく

なっていった。次に政府への対応であるが，彼らは政府の政策に柔軟に対応

した。米の減反政策にともなう補助金を（自分のつごうで稲作地を茶園に変え

たのだが）ちゃんと頂いた。彼らは貯蓄された共通基金で共用の茶の乾燥機

を購入した。ただ共有財産の使用については，メンバー間にもめごとが起き

やすい。そこで，全員集まって協議の結果，乾燥機を使う順番をローテーシ

ョン化するとともに，使ったものがすぐ機械の掃除をして次回の人がすぐ使

用できるようにするとのルール（規範）を決めた。これは政府によって上か

ら押しつけられたものではなく，自分らが作ったルールであるので，皆が遵

守した。これは村人の自治管理能力の発展を示している。この村もしかしな

がら，台風により被害を受けて，半分近い傾斜地の耕地が流された。この村

ではそれに先立って協力・共生が行なわれるようになっていたので，こうし

た危機への対応は早かった。皆が労力を提供し流土を回復した。しかし３世

帯だけは，この際，都会行きを決めた。３ヘクタールの土地が残された。誰

がこれを使用するか，をめぐりメンバー間にもめごとが起こりそうであった。

リーダー格の６人はまず権利の放棄をした。皆で話し合った結果，いちばん

耕地面積の少ない者にその土地へのアクセスの優先権を与える形で決着した。

これはメンバーたちが，目先の利益より，皆が結束を続けることによる中長

期的利益に賭けたことを意味し，最低の土地保有者グループの人たちにとっ

ては，ますますコミュニティに対する忠誠心と結束をもたらすことになった。

［Sasaki１９８５］
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第４節 参加の継続性を保障する条件

第３節でみた三つのケースから，それぞれ時間的，資料的限界をもちなが

らもだいたい以下のようなことが言えるであろう。

住民グループあるいはコミュニティによる参加が１回限りのものでなく継

続性をもつものになるには次の三つの条件が必要である。（図１および図２を

参照）

１．組 織

２．規 範

３．資 源

１．組 織

組織はコミュニティ・メンバーが作るものであるが，ある場所（例えばコ

ミュニティ・ホール）に皆が集まり，そこでコミュニティの当面する問題，

将来に関する問題，周辺地域および国，地球全体に関わる問題などを話し合

いながら，お互いを知り，また農業技術の情報交換など相互学習をする場に

することに意味がある。この場におけるコミュニケーションは，世代を超え，

ジェンダーを超えてより親密なものとなる。したがってコミュニティ内に発

生するもめごとの処理もより公明正大になされ（透明性，説明責任性，公平性

の実現），メンバー間にわだかまりが残りにくい。コミュニティ・メンバー

間の冠婚葬祭への相互扶助，火の用心その他の自警行動や防災活動，ピクニ

ック，運動会なども実施しやすくなる。政府や市場との交渉，品質管理，生

産性の向上などの経済活動における共同行動においても同様である。こうい

う場所での人々の間のコミュニケーション，役割分担，共同行動などをとお

して，組織はよりいっそう強固なものとなり，学習の場となり，経験を蓄積

する場となり，またしだいにそこに次世代のリーダーも育つことになる。
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２．規 範

規範とは，コミュニティの運営のためのルールのことである。ここではと

りあえず３点を指摘しておきたい。一つは，参加型意思決定である。コミュ

ニティとしての物事の決定には，原則として全メンバーの参加による合意形

成をはかることであり，これは全メンバーにとり，その合意事項が，他人事

ではない自分の問題としての自覚（オーナシップ）を生むことになる。二つ

は，公平性の確保である。全メンバー間に資産・所得面で平等ということは

ありえないとしても，皆が，多少の自己犠牲に目をつぶり，短期間ではない

中・長期的な視点に立ってコミュニティ全体の利益を目指し，メンバーのな

かの弱者に手を貸し，優先的に機会を与えて引き上げてやるような規範であ

る。マンドゥリ村の貧困層の住居づくりの協力，スコーマジリ村の１世帯１

クーポン制，宮迫村の３ヘクタールの土地へのアクセス優先権の決め方など

である。引き上げられたメンバーは，この組織の公正な扱いに対し，いっそ

うコミュニティへの忠誠心をもつことになろう。三つは，協力と相互扶助で

ある。経済活動などにおける協力と同時に，日常生活の場における相互扶助

である。この協力と相互扶助が結びつくことによってコミュニティ・メンバ

ー間の結束と信頼はいっそう強固なものとなるであろう。スコーマジリ村の

溜池の維持管理面での協力と，屋根のある小学校建設における助け合いのケ

ースや，マンドゥリ村の貧困層からの寄付集めの代わりの労働の機会の提供

や，井戸掘りにおける協力もそうである。宮迫村の茶の技術の学習，共同出

荷，品質管理活動と日常の行事への共同的参加の例もそうであった。

３．資 源

資源とは，参加型開発を持続的に推進させる人的および物的資源を指すが，

プロジェクトの実施に当たり，政府および外部ドナーによる資金あるいは技
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術の援助はそれとして受けても，自分らで開発に携わる人材を育成するとと

もに，資金面でも少しずつ貯蓄して共通基金を増大していく試みが必要にな

る。しだいにコミュニティの共通基金が膨らみ，順番でそれを自分たちのた

めに使い（頼母子講など），またミシンや農機具や茶の乾燥機など共有の生産

財・消費財を購入することもあろう。要は外の援助にいつまでも依存するの

ではなく，自分たちの技術を高め，また基金を設け自分らの資源を拡大再生

産していくことで生まれる自信であり，人間としての尊厳の回復に結びつく

ことになろう。これはマンドゥリ村や宮迫村のケースで確認できた。スコー

マジリ村の場合は，資源は溜池の水とクーポン，それに何よりも無償労働奉

仕（シュラムダン）を含む労働力が，それに当たると思われる。

以上のような組織，規範，資源の３条件が揃って初めて，コミュニティの

自立的，継続的な参加が可能になるのである。

ただし，地域計画者は，しばしば誤りを犯すことがある。例えば，農村開

発プロジェクトの実施にあたり，まず農民の組織を作り，事務所用の箱物を

設けそのなかに机，椅子，帳簿等を揃えて，後は所長，事務局員などを任命

して，運営のガイドラインを示せば，すべてプロジェクトがモデルどおりに

自動的に進行するかのような錯覚をする。バングラデシュのコミラ・プロジ

ェクトの成功から，その複製品（レプリカ）を多数設けたが，その結果はど

うであったか。第２項でみたような組織運営の規範の確立によるメンバー間

の合意と信頼関係が生まれていないところに，いくら組織と建物を作っても，

すぐに機能不全になることは目に見えている。資源についても，外への依存

だけでは決してうまくはいかない。強制や，経済的誘因だけでない自発的で

継続的な参加のメカニズムを作るためには，この三つを試行錯誤の過程を経

ながら同時並行的に推し進めなければならない。
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むすび

これまで継続的な参加型開発を可能にする条件に関連する諸問題の概観を

した。それを要訳すると次のようになる。

まず背景として，冷戦下，特にベトナム戦争以降，�１効率的資本集約型工

業化による高度経済成長を強調し，雫石効果（Trickle-down effect）に期待す

る開発戦略が，環境破壊をもたらし，貧富の格差を拡大し，それが社会的不

安の要因となっていることへの反省から，�２適正技術による労働集約型工業

化戦略をもたらしたが，環境破壊と貧富の格差拡大はとどまらなかった。そ

こで，�３成長と同時に公正な分配を求める開発戦略へ，�４次に人間の最低限

の必要物（Basic Human Needs）の充足を中心に据える開発戦略へ，�５さら

に，持続可能な発展を目指す開発戦略が強調されるにいたり，現在は�６「人

間の安全保障」を前面に出さざるをえない状況になってきた。これら，後の

四つの開発戦略�３�４�５�６の実施にあたってはいずれも利害関係者（Stakeholders）

の参加を前提としている。冷戦終焉後の世界は市場競争を是とする考え方が

支配的となり，国家の役割は後退せざるをえなくなったが，それに続くいわ

ゆる「市場の失敗」は国家の役割とともに市場の役割についても見直しが求

められた。それと並行して，コミュニティの役割，なかんずく草の根層の開

発への参加の重要性に改めて注目が向けられるにいたった。しかし，参加は

万能薬ではない。どのような参加が重要な意味をもつのかが問われねばなら

ない。

これまでの先行研究の多くが，政府，地方自治体，外国のドナー，国際機

関，NGO，民間企業等による当該コミュニティへの外部からの働きかけを

中心にした議論であり，それに応える形での利害関係者のプロジェクト参加

あるいは新たな状況への対応の仕方を記述するケースが一般的であった。彼

らの多くは外部者の意図に関わりなく，参加さえすればなんらかの対価が入

手できるという，それだけの理由で参加した。それゆえにサービスの提供を
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する国内および国外の機関の分権化は，行政がより彼らに近づいた，より民

主化したと錯覚しても不思議ではなかった。だが，サービスの調達をする外

部機関の側は受け皿の住民たちとはまったく異なった意図をもっていた。そ

れは，サービスの効果的デリバリー（delivery），行政サービスのコストダウ

ンであり，行政の安い下請け的穴埋め作業を地域の小コミュニティの「参加」

に任せて，行政の補完的役割を担わすというものであった。これは本当の意

味での「参加型開発」とはとうてい呼べるものではなく，住民の参加の継続

性も期待できないものであった。プロジェクト（の実施計画書）には「住民

参加」という表現を組み込んでさえいれば基準を充たす模範的計画として通

用してきた。前述のように，参加にも，主体の動機によって，動員型，誘因

（餌）型，自助努力型の３種の参加の型が認められる。本章が目指したもの

は，自助努力型の継続的参加を可能にする条件とは何か，を明らかにするこ

とであった。

先行研究の多くは，この第３型よりも第１，第２型を中心にしたもので外

からの働きかけ，つまり指令やサービスの伝達・供与（デリバリー）の効率

化を目指すというアプローチの域を出なかったようにみえる。このパラダイ

ムからすれば，市場に全面的に依存するか，さもなくば公的行政のサービス・

デリバリーをより住民に近づけることを目指す（地方）分権化と，分権化さ

れた行政機関（line agencies）間の相互調整のスマートな実施を強調するし

かない。受け皿のコミュニティをプロジェクトに参加させるためにどういう

餌と鞭を用いるべきかが最大の関心であり，コミュニティ住民が，外からの

援助や機会を主体的に受け止めて，それらを一つのチャンス・ファクターと

して集団で開発に参加できるような，開発に生かしうるような，そういう自

治管理能力の育成など，まったく問題関心外なのである。これに対して，第

３型の住民の自発性と，プロジェクトへの継続的参加を可能にする要因は，

個々のコミュニティの特性に従い画一的なものではありえない。しかしその

着眼点はコミュニティ住民の組織，規範，資源の三つに簡略化できよう。

繰り返しにはなるが，ここで組織とは，人々が集まり，コミュニケーショ
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ンを密にしていく場である。メンバー内のコミュニケーションの向上は，冠

婚葬祭を含めリクリエーション，防災活動，村資産の維持・管理等の社会面

での相互扶助，さらに，生産・収穫・販売などの経済活動面での共同（協力）

を容易にする。また，メンバー間のもめごとの解決を容易にするし，次世代

リーダーたちも育っていく。メンバー間の信頼が深まると中長期的視野から

の運動参加を可能にするのである。このようなコミュニティ・メンバーの諸

活動を通じて組織自体がより強固なものに固まってくる。組織が固まればそ

れだけ経験および学習成果の蓄積も容易になるという関係にあることがわか

った。

組織運営の規範としては，�１参加型合意形成，�２公正な取扱い，�３共同と

共生（相互扶助）の重要性を確認した。

資源については，外部からの援助はそれとして受け入れることはあっても，

マンドゥリ村のケースのように時には選択的に排除し，自分らの貯金積立に

よる共通基金の形成と基金の自主的運営を通じてしだいに自信と人間として

の尊厳の回復を期待できるのである。

以上が，自立的，継続的な，参加型開発を可能にする要因であることを確

認した。外部から援助の働きかけをしようとする機関は，画一的なアプロー

チではなく，その地域のコミュニティの歴史的かつ社会経済的特性や自治管

理能力（潜在性を含めて）を調査・検討した上で，コミュニティ住民のイニ

シャティブを生かしつつ，一つ一つの地域のコミュニティの特性を生かした

異なったアプローチをするべきである。コミュニティのメンバーの間に自治

管理能力が育ったときには，自主的，参加型開発が可能になったことを意味

し，外部のドナーあるいはファシリテーターの助力は不必要になるので，こ

れで当初の目標が達成されたことになるのである。

注�１ その他にも Cohen and Uphoff（１９７７），UNDP（１９９７），Negi（２００１），西川
編（１９９７）など多数ある。

�２ 総括的なものではないが以下のような文献がある。
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�１政治参加：Elkin et al. eds.（１９９９）, Conteh-Morgan（１９９７）
�２参加型開発と良い統治：OECD（１９９５），国際協力事業団（１９９９）
�３市民参加・コミュニティの参加：Tegegn（１９９７）, Singh ed.（１９９５）, Arrossi
et al.（１９９４）, Mitchel ed.（１９９６）, Sinclair ed.（１９９５）, Samad ed.（１９９４）, Ajiesina
and Ferrara（１９９９）, Krishna（２０００）
�４貧困緩和への住民参加：Robbr（１９９９）
�５農村開発への住民参加：Oakley et al.（１９９１）, Krishna, Uphoff and Esman eds.
（１９９７）
�６参加型の都市開発：UNDP（１９９７）, Hyden et al. eds.（１９９２）, Gilbert（１９８７）,
Beddies（２０００］
�７資源・環境保全への参加：Baland et al.（１９９６）, Western et al.（１９９４）, SADCC
（１９８７）Rogers, ed.（１９９５）
�８女性と参加：ILO／World Employment Programme（１９８５）, Mason and King
（２０００）
�９参加型評価：国際協力事業団（２００１）
�３ この村の溜池の水はその後干上がってしまい，２００１年４月２２日の The Indian

Express紙によれば，村人の共同的取組みも終わってしまったようである。し
かし，村人の１０年以上の共同的取組みの成功は，それとして評価に値すると
考える。
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